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世
界
中
で
異
常
気
象
が
起

き
て
い
ま
す
。こ
れ
を
温
暖
化

に
よ
る
も
の
と
し
て
2
0
1
5

年
、国
連
気
候
変
動
枠
組
条
約

締
結
国
会
議
で
、京
都
議
定
書

に
続
く
2
0
2
0
年
度
以
降

の
地
球
温
暖
化
対
策
の
国
際

的
な
取
り
決
め
で
あ
る「
パ
リ

協
定
」が
合
意
さ
れ
、
翌
年
11

月
に
発
効
。2
0
1
9
年
に
は

1
8
7
の
国
と
団
体
が
批
准

し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
中
、2
0
2
1

年
に
改
定
さ
れ
る
経
済
産
業

省
の
第
6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基

本
計
画
は
、大
変
重
要
な
位
置

づ
け
と
い
え
ま
す
。し
か
し
、

7
月
21
日
に
示
さ
れ
た
原
案

で
は
、化
石
燃
料
を
温
存
し
原

発
を
維
持
す
る
も
の
と
な
っ

て
お
り
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
へ
の
取
り
組
み
が
消
極

的
な
内
容
で
し
た
。

　
2
0
3
0
年
の
発
電
の
電

力
需
要
を
省
エ
ネ
な
ど
で

2
0
1
3
年
よ
り
20
％
削
減

し
、
電
源
構
成
比
は
、
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
36
〜
38
％
、原

子
力
発
電
20
〜
22
％
、
水
素
・

ア
ン
モ
ニ
ア
１
％
、液
化
天
然

ガ
ス
20
％
、
石
炭
19
％
、
石
油

2
％
と
い
う
も
の
で
す
。

　
現
在
、横
須
賀
市
久
里
浜
地

区
で
石
炭
火
力
発
電
所
の
建

設
が
す
す
ん
で
い
ま
す
。

2
0
2
3
年
稼
働
の
予
定
で
、

市
の
現
状
の
3
・
8
倍
の
年

間
7
2
6
万
ト
ン
も
の
CO₂
を

排
出
し
ま
す
。事
業
者
の（
株
）

J
E
R
A
は
、第
3
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
基
本
計
画
に
基
づ
く
事

業
と
し
て
い
ま
す
が
、国
内
の

他
の
計
画
は
住
民
の
運
動
や

行
政
手
続
き
で
多
く
が
計
画

中
止
と
な
っ
て
い
ま
す
。高
効

率
で
CO₂
・
大
気
汚
染
物
質
も

少
な
い
と
し
て
い
ま
す
が
、発

生
す
る
こ
と
に
変
わ
り
は
あ

り
ま
せ
ん
。今
後
ア
ン
モ
ニ
ア

混
焼
に
よ
り
削
減
を
図
る
と

し
て
い
ま
す
が
、ま
だ
確
立
し

た
技
術
で
も
な
く
、一
日
も
早

く
撤
退
す
べ
き
で
す
。

　
6
月
の
先
進
国
首
脳
会
議
で

は
、
さ
ら
に
踏
み
込
ん
で

2
0
3
0
年
ま
で
に
石
炭
火
力

全
廃
を
掲
げ
ま
し
た
。国
内
で

建
設
を
続
け
、
国
外
へ
の
資
金

提
供
を
行
う
日
本
へ
の
非
難
は

高
ま
る
ば
か
り
で
す
。環
境
重

視
の「
グ
リ
ー
ン
リ
カ
バ
リ
ー
」

に
シ
フ
ト
さ
せ
る
こ
と
が
政
治

の
役
割
で
す
。一
人
ひ
と
り
の

意
識
と
行
動
が
大
き
く
問
わ
れ

る
問
題
で
も
あ
り
、
脱
炭
素
・

脱
原
発
を
明
確
に
し
、
気
候
変

動
へ
の
対
策
を
す
す
め
ま
す
。

を
出
し
、
協
力
し
て
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。

有
機
農
業
へ
の
転
換

　
7
月
20
日
、神
奈
川
ネ
ッ
ト
で
は
、

農
的
社
会
デ
ザ
イ
ン
研
究
所
代
表
の

蔦
谷
栄
一
さ
ん
を
講
師
に
学
習
会
を

開
催
し
ま
し
た
。蔦
谷
さ
ん
か
ら
学

ん
だ
こ
と
は
、
有
機
農
業
に
と
っ
て

失
わ
れ
た
30
年
の
た
め
に
は
技
術
の

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
も
必
要
だ
が
、
自

然
地
域
循
環
、
生
物
多
様
性
と
い
っ

た
本
来
の
持
続
性
が
必
要
で
あ
る
こ

と
。ま
た
、地
域
で
実
証
し
て
き
た
在

来
の
技
術
が
大
事
で
あ
る
こ
と
。そ

し
て
何
よ
り
、
戦
略
で
は
取
り
組
み

面
積
25
％
目
標
の
有
機
農
業
が
強

調
さ
れ
て
い
る
が
、
残
り
75
％
の
農

地
を
、
持
続
性
を
高
め
る
農
業
に
変

え
る
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
が
重
要
と
の

こ
と
で
す
。

　
「
有
機
農
業
」
と
は
「
化
学
的
に
合

成
さ
れ
た
肥
料
及
び
農
薬
を
2
年
使

用
せ
ず
、
遺
伝
子
組
換
え
技
術
を
利

用
せ
ず
、
農
業
生
産
に
由
来
す
る
環

境
へ
の
負
荷
を
で
き
る
限
り
低
減
す

る
」農
業
で
す
。残
り
の
75
％
の
農
地

を
、
節
減
対
象
農
薬
の
使
用
回
数
が

50
％
以
下
、
化
学
肥
料
の
窒
素
成
分

量
50
％
以
下
で
生
産
す
る
特
別
栽
培

農
業
、あ
る
い
は
、慣
行
農
業
に
対
し

農
薬
・
化
学
肥
料
を
2
割
以
上
削
減

す
る
か
つ
て
の
環
境
保
全
型
農
業
い

わ
ゆ
る
エ
コ
農
業
に
変
え
、
全
体
と

し
て
環
境
負
荷
を
減
ら
し
て
い
く
こ

と
が
必
要
で
す
。そ
れ
に
は
、農
協
が

中
心
と
な
り
、
宮
城
県
登
米
農
協
の

環
境
保
全
米
の
実
践
の
よ
う
に
、
現

場
の
具
体
的
な
営
農
計
画
を
有
機
農

業
に
絞
ら
ず
環
境
保

全
型
農
業
を
地
域
と

し
て
面
で
展
開
し
て

い
く
こ
と
が
重
要
と

な
り
ま
す
。

　
県
内
の
市
街
化

区
域
内
農
地
は
、

1
9
8
0
年
に
は
約

9
0
0
0
ha
あ
り
ま

し
た
が
、2
0
2
0
年

は
2
5
5
9
ha
と
約

7
割
減
っ
て
い
ま
す
。

都
市
農
地
が
持
つ
課
題

は
多
岐
に
わ
た
り
、
農

業
従
事
者
の
高
齢
化
も

影
響
し
て
い
ま
す
。

　
県
内
の
農
家
数
は

2
万
4
5
0
0
軒
、そ

の
う
ち
販
売
農
家
は

1
万
2
8
6
5
軒
、

ほ
か
の
半
分
は
自
給
的
農
家
と
小
規

模
農
家
が
非
常
に
多
い
の
が
県
の
特

徴
で
す
。そ
の
う
ち
、
有
機
農
業
に
携

わ
る
の
は
3
0
0
軒
で
、国
が
公
表
し

て
い
る
有
機
J
A
S
認
証
事
業
者
数

は
県
内
31
事
業
者
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。

市
民
と
し
て
で
き
る
こ
と

　
E
U
は
昨
年
5
月
に
掲
げ
た『 

農
場

か
ら
食
卓
ま
で
戦
略 

』*₁『
生
物
多
様

性
戦
略
2
0
3
0
』*₂
の
実
現
に
向

け
、
今
年
4
月
『
有
機
生
産
の
た
め
の

E
U
行
動
計
画
』*
₃
を
発
表
し
、環
境

と
社
会
に
配
慮
し
た
持
続
可
能
な
食

糧
シ
ス
テ
ム
の
た
め
有
機
農
業
へ
の

転
換
を
進
め
て
い
ま
す
。こ
の
中
で
、

3
つ
の
行
動
軸
の
第
1
番
目
と
し
て
、

消
費
者
需
要
の
喚
起
、
及
び
消
費
者
の

信
頼
確
保
を
挙
げ
て
い
ま
す
。さ
ら
に

I
F
O
A
M（
国
際
有
機
農
業
運
動
連

盟
）の
E
U
支
局
に
よ
る
市
民
・
生
産

者
・
行
政
か
ら
な
る
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク

会
議
を
開
催
し
て
い
ま
す
。有
機
農
業

の
推
進
に
は
、
生
産
側
だ
け
で
な
く
、

市
民（
消
費
者
）の
理
解
を
進
め
、消
費

を
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　
持
続
可
能
な
社
会
づ
く
り
の
た
め

に
、
E
U
の
市
民
組
織
I
F
O
A
M

の
よ
う
に
、
市
民
勢
力
が
農
業
政
策

に
関
わ
っ
て
い
く
こ
と
の
必
要
性
が

見
え
て
き
ま
し
た
。国
に
対
し
て
声

を
あ
げ
、
ま
た
地
域
で
農
業
者
と
の

連
携
を
つ
く
り
、
市
民
・
生
産
者
・

行
政
か
ら
な
る
持
続
性
農
業
推
進
の

連
携
テ
ー
ブ
ル
を
設
け
る
こ
と
を
提

案
し
て
い
き
ま
す
。

　
こ
の
戦
略
は
「
食
料
・
農
林
水
産

業
の
生
産
力
向
上
と
持
続
性
の
両
立

を
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で
推
進
す
る
」

と
う
た
っ
て
い
ま
す
。2
0
2
0
年

12
月
改
訂
の
「
農
林
水
産
業
・
地
域
の

活
力
創
造
プ
ラ
ン
」に
は
、
第
1
番
目

に
輸
出
拡
大
を
掲
げ
て
お
り
、
12
項

目
の
最
後
に
こ
の「
み
ど
り
の
食
料

シ
ス
テ
ム
戦
略
」
が
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ

に
向
け
た
強
化
策
と
し
て
入
り
ま
し

た
。ま
た
2
0
5
0
年
ま
で
に
、化
学

農
薬
の
使
用
量
50
％
低
減
、
化
学
肥

料
の
使
用
量
30
％
低
減
、
有
機
農
業

の
取
り
組
み
面
積
割
合
を
25
％

（
1
0
0
ha
）に
拡
大
の
目
標
を
掲
げ

ま
し
た
。2
0
4
0
年
ま
で
技
術
開

発
を
し
て
2
0
5
0
年
ま
で
に
目
標

達
成
す
る
と
の
こ
と
で
す
が
、
残
念

な
が
ら
具
体
的
な
数
値
を
積
み
上
げ

る
実
施
計
画
に
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。

環
境
と
の
調
和

　
有
機
農
業
の
作
付
け
面
積
割
合
目

標
に
つ
い
て
は
、
E
U
が
昨
年

2
0
3
0
年
目
標
を
25
％
と
し
た
の

を
受
け
、
日
本
で
も
2
0
5
0
年
ま

で
に
25
％
と
し
ま
し
た
が
、
現
状
は

0
・
5
％
で
す
。こ
れ
は
、1
9
9
9
年

「
持
続
農
業
法
」、
2
0
0
6
年「
有
機

農
業
推
進
法
」を
施
行
し
な
が
ら
も
、

こ
の
30
年
、
環
境
と
調
和
の
と
れ
た

農
業
、持
続
性
の
高
い
生
産
方
式（
＝

持
続
農
業
法
第
1
条
目
的
）
が
進
め

ら
れ
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
に
よ
り
ま

す
。今
回
の
戦
略
で
数
値
目
標
を
掲

げ
た
こ
と
は
一
定
の
評
価
を
し
ま
す

が
、い
か
に
目
標
に
近
づ
け
る
か
は
、

国
の
支
援
策
の
強
化
と
と
も
に
、
農

業
者
、
消
費
者
で
あ
る
市
民
が
知
恵

*₁『A Farm
 to Fork Strategy  

』

*₂『EU
 Biodiversity Strategy for 2030 

」

*₃『Action plan for organic production
      in the EU

』

農林水産省HPより

加
藤
陽
子（
座
間
市
民
ネ
ッ
ト
）

気
候
危
機
は
待
っ
た
な
し

持
続
可
能
な
食
糧
シ
ス
テ
ム
へ
の
転
換
を

持
続
可
能
な
食
糧
シ
ス
テ
ム
へ
の
転
換
を

瀧
川
　
君
枝

　（
ネ
ッ
ト
横
須
賀
）

今
年
5
月「
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
」が
策
定
さ
れ
ま
し
た
。
2
0
5
0
年
CO₂
排
出
ゼ
ロ

に
向
け
、「
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
計
画
」に
詳
細
な
環
境
対
策
が
出
さ
れ
な
か
っ
た
た
め
、

今
計
画
に
対
策
を
加
え
ま
し
た
。


